
令和7年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の実施による効果・検証について （単位:円）

1 台東区物価高騰支援給付
金（住民税均等割除く）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費
・令和６年度住民税均等割非課税世帯　30千円
・子ども加算　20千円
・定額減税を補足する給付（うち不足額給付）
・事務費
【内訳】需用費（事務用品等）、役務費（郵送料等）、業務委託料、人件費

③低所得世帯等の給付対象世帯、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の
対象者

1,523,787,315 1,475,213,000 【１】効果・成果
申請書類発行件数　　　50,359件
【R6非課税】  29,374件
【R6こども】   1,200件
【不足額給付】 19,785件
支給件数　　　　　 　 47,844件
【R6非課税】　27,323件
【R6こども】　 1,711件
【不足額給付】18,810件
 給付率　　　93.9％
【２】決算額
給付費　   　　1,347,630,000円
【R6非課税】 　  819,690,000円
【R6こども】　 　 34,220,000円
【不足額給付】   493,720,000円
事務費　　　　　 176,157,315円
　時間外勤務手当　 3,651,730円
　旅費　　　　　　　　 4,717円
　消耗品費　　　　　 223,649円
　役務費　        12,310,392円
　委託料       　159,966,827円
【３】検証(評価)
　物価高の影響を受けやすい低所得者、及
び不足額給付対象者に給付金を支給するこ
とにより、家計の負担を軽減する一助と
なった。

企画課

2 医療機関等物価高騰対策
支援【R6補正】

①感染対策にかかる医療資材費等の価格高騰に伴う負担増に対応するため、区内
医療機関等に対して物価高騰対策支援を実施することで、地域医療提供体制の安
定を図る。

②区内医療機関等への補助金及び郵送料
(１)補助金
・病院・有床診療所　150千円×14施設
・無床診療所・歯科診療所・薬局・助産所　50千円×603施設
・施術所　　　　　　 25千円×188施設
(２)郵送料　　　　　 89千円

③区内の医療機関等(病院、有床診療所、無床診療所、歯科診療所、薬局、助産
所、柔整、あはき)

31,764,910 30,632,000 【１】効果・成果
補助施設数　673
（病院6、有床診療所7、無床診療所196、
歯科診療所204、薬局127、助産所3、施術
所130)
【２】決算額
31,764,910円
負担金補助及び交付金 31,700,000円
役務費                   64,910円
【３】検証(評価)
　感染対策にかかる医療資材費等の価格高
騰に伴い、経営負担が増大している保険医
療機関等に、価格高騰の上昇分を一部助成
することで事業者負担を軽減し、地域医療
提供体制の安定化を図ることができた。

健康課

3 中小企業物価高騰緊急支
援

①原油価格・物価高騰等の影響を受けている中小企業の資金繰りを支援し、経営
の安定化を図る。
②利子及び信用保証料補助　※対象経費は区の融資実績等を勘案し算出
(１）利子補助
・新型コロナウイルス感染症対策借換特別資金　300件　計39,600千円
・台東区経営安定化借換特別資金　　　　　　　240件　計23,760千円
(２) 信用保証料補助
・新型コロナウイルス感染症対策借換特別資金　300件　計57,000千円
・台東区経営安定化借換特別資金　　　　　　　240件　計50,400千円
③区制度融資利用者

77,074,894 56,350,000 【１】効果・成果
 利子補助　　　：267件
 信用保証料補助：292件
【２】決算額
　 77,074,896円
【３】検証(評価)
 原油価格・物価高騰等で厳しい経営状況
に置かれている中小企業の資金繰りを支援
することができた。

産業振興課

交付金充当額

【１】効果・成果
(具体的に数値等を記載)
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担当課No. 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象(交付対象者、対象施設等）

総事業費
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4 小学校補助教材費等緊急
支援(区立小学校、特別
支援学校児童）

①教育活動に要する費用が増加傾向にあることから、小学校児童生徒が使用する
補助教材等の費用を支援することで、物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負担
軽減と教育環境の充実を図る。

②
(１)小学校児童が使用する補助教材等の費用
学校長の請求に基づき必要額を各校へ補助金交付
対象経費:32,080円×6,760名＝216,861千円
(２)特別支援学校児童分
個人ごとに申請を受け扶助費として支援
対象経費:32,015円×64名＝2,049千円

③台東区立小学校全在籍者及び台東区在住の特別支援学校全在籍者

125,330,678 120,817,000 【１】効果・成果
区立小学校19校
区外特別支援学校在籍児童25名
【２】決算額
負担金補助及び交付金 125,028,628円
扶助費　　　　　　　　　 302,050円
【３】検証(評価)
　学校の教育活動で使用する補助教材や学
用品、日帰りの校外学習に要する費用等を
支援することで、 物価高騰の影響を受け
る子育て世帯の経済的負担の軽減と教育環
境の充実につながった。

学務課

5 中学校補助教材費等緊急
支援(区立中学校、特別
支援学校生徒）

①教育活動に要する費用が増加傾向にあることから、中学校生徒が使用する補助
教材等の費用を支援することで、物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負担軽減
と教育環境の充実を図る。

②
(１)中学校生徒が使用する補助教材等の費用
学校長の請求に基づき必要額を各校へ補助金交付
対象経費：42,120円×2,261名＝95,234千円
(２)特別支援学校生徒分
個人ごとに申請を受け扶助費として支援
対象経費：56,384円×26名＝1,466千円

③台東区立中学校全在籍者及び台東区在住の特別支援学校全在籍者

63,272,814 38,729,000 【１】効果・成果
区立中学校7校
区外特別支援学校在籍生徒9名
【２】決算額
負担金補助及び交付金　63,130,377円
扶助費　                 142,437円
【３】検証(評価)
　学校の教育活動で使用する補助教材や学
用品、日帰りの校外学習に要する費用等を
支援することで、 物価高騰の影響を受け
る子育て世帯の経済的負担の軽減と教育環
境の充実につながった。

学務課

6 医療機関等物価高騰対策
支援【R7補正】

①感染対策にかかる医療資材費等の価格高騰に伴う負担増に対応するため、区内
医療機関等に対して物価高騰対策支援を実施することで、地域医療提供体制の安
定を図る。
②区内医療機関等への補助金及び消耗品・郵送料
(１)補助金
・病院・有床診療所　150千円×14施設
・無床診療所・歯科診療所・薬局・助産所　50千円×611施設
・施術所　　　　　　25千円×188施設
（２）消耗品費　    10千円
（３) 郵送料       236千円
④区内の医療機関等(病院、有床診療所、無床診療所、歯科診療所、薬局、助産
所、柔整、あはき)

32,354,191 18,284,000 【１】効果・成果
補助施設数　680
（病院7、有床診療所7、無床診療所215、
歯科診療所200、薬局120、助産所2、施術
所129)
【２】決算額
32,354,191円
負担金補助及び交付金 32,175,000円
消耗品費　　　　　　　　　9,975円
役務費　　　　　　　　　169,216円
【３】検証(評価)
　感染対策にかかる医療資材費等の価格高
騰に伴い、経営負担が増大している保険医
療機関等に、価格高騰の上昇分を一部助成
することで事業者負担を軽減し、地域医療
提供体制の安定化を図ることができた。

健康課

1,853,584,802 1,740,025,000合計


